
バイオマス地域利活用交付金（一般ハード事業）
東北農政局

総合評価

実績値 達成状況 事業実施主体 都道府県 農政局等

　

市町村名都道府県
目標達成状況

備考事業内容 事業計画目標地区名 事業実施主体名
評価
年度

10,906 ｔ/年

0.3 万kWh/年
　　-
　250　t/年
　　-

31.7%

0.06%
-

21.1%
-

　施設運用開始年度である平成24
年度は、東日本大震災による竣工
時期の遅れに加え、発酵槽立ち上
げ失敗等により食品廃棄物が集ま
らず、施設稼働も十分でなかったこ
とから、目標とする変換量に達しな
かった。
　今後は事業運営について改善計
画を策定するとともに、農家や商工
会等で構成されている”新興エコラ
ンド”等の機会も活用しながら、食
品廃棄物の確保や販売先の確保・
拡大に努め、目標達成を目指す。

　本事業は、食品工場等から排出され
る食品残渣（食品廃棄物）と食品に由
来する汚泥（有機汚泥）を活用し、電
力・ガスのエネルギー生成と堆肥・飼
料の変換による農業への利用を行う
利活用システムを構築するためのも
のである。
　平成24年度は、対象バイオマス資源
の収集については、目標34,414ｔ/年に
対し、10,906ｔ/年の実績にとどまった。
これは稼働初期の発酵槽立ち上げ失
敗による食品廃棄物受入の中断によ
るものであり、現在も通常稼働に向け
た復旧作業を行っている。
　また、電力をはじめとする成果物変
換も目標値を下回っている。これは、
食品廃棄物を収集できなかったこと
で、施設の稼働が不十分であったこと
による。
　以上のことから、計画策定時に想定
していた状況とは異なる状況にある
が、農家や商工会等で構成されてい
る”新興エコランド評議会”等の様々な
機会を活用して、地域の施設として溶
け込むとともに、今後は事業運営につ
いて改善計画を策定し、食品廃棄物
の確保や販売先の確保・拡大に努め
ながら目標達成を目指していくことが
必要である。

【所見】
本事業は、平成23年８月より稼働して

いたところ、稼働初期におこった発酵槽
立上げ失敗による異臭騒ぎにより、平成
24年６月から食品廃棄物の受入を中止
したため目標は未達成となっていたが、
今後の事業継続の可能性があることか
ら、以下の改善を行う必要があると考え
る。
【改善の方向】

本施設は、発酵槽の立ち上げ失敗で
の異臭騒ぎにより、仙台市からの行政
指導を受けたことで、現在も食品廃棄物
を受け入れられない状況にあるが、既に
４本の発酵槽のうち３本が再立ち上げ作
業を完了している。作業が完了した発酵
槽は、有機汚泥での試験運転により、順
調なガス発生がされていることから、食
品廃棄物の受入が再開されることで、目
標の達成に努めた運営が期待される。

ただし、補助事業の目的を達成するた
めには、食品廃棄物の受入量を確保す
ることと、製造した電気、ガス、堆肥、飼
料の適切な利用が進むことが必要であ
ることから、食品廃棄物排出事業者や
販売先への広報活動等に努めることが
必要と考える。

現在、改善計画
を調整中

宮城県

計画受入量：
　食品廃棄物、有機汚泥
　　　　　　　　　34,414　t/年
計画生産量：
　電力　　     514 万kWh/年
　圧縮ガス　30,000 Nm3/年
　堆肥　　　 1,183　t/年
　飼料　　　   104　t/年

H25
新技術等の実証：バイオガス
発生施設、発電施設、たい肥
化施設、飼料化施設の整備

(株)新興宮城－

宮城県 － 宮城県北
企業組合労協
センター事業団

新技術等の実証：BDF製造
施設の整備

H25

現在、改善計画
を調整中

計画受入量：廃食用油
　　　　　　330,000 L/年
計画生産量：BDF燃料
　　　　　　300,000 L/年

195,515 L/年

30,730 L/年

59.2 %

10.2 %

　宮城県では、平成16年３月から
「みやぎバイオマス利活用マスター
プラン」を策定し、施策の推進を通
じて水産加工場や家庭等から排出
された廃食用油をBDFとして利活用
する取り組みがある。90％が未活
用のまま廃棄されていた家庭から
の廃食用油の収集体制を整備し、
BDFを生産し活用すること、また、
県内の事業所で生産されるBDFの
品質安定化を目指し本事業が実施
された。
　BDF製造プラントを整備し、数値
的目標を掲げたが、目標の達成に
は至っていない。特に、事業の大き
な目的であった家庭から排出された
廃食用油の活用は、ほとんど達成
できずにいる。
　今後は、安定した品質のBDFを製
造すること、また、製造を行っても販
売先が確保できない課題もあるた
め、販売先の確保についても早急
に取り組む。当初計画で挙げた数
値的目標の達成については、平成
25年度中の達成も難しい状況にあ
る。改善計画を策定し、平成26年度
を目処に達成させることを目標とす
る。

　県では、みやぎバイオマス利活用マ
スタープランを策定し、活用されずに
廃棄物となっていた廃食用油をＢＤＦと
して利活用する取り組みを進め、,当事
業を実施し、プラントを製造し、計画目
標を数値で定めてきた。完成したプラ
ントは、精製率は安定しているが、販
路の拡大が進まなかったことが大きな
原因となり、製造量、販売量が伸び
ず、事業の大きな目的である、家庭か
ら排出された廃食用油の活用は、達
成できずにいる。
　今後、事業実施主体である企業組
合労協センター事業団に対し、改善計
画策定に対する必要な助言を行うほ
か、県の事業を活用しながら、早急に
計画が達成できるよう、支援を行って
いく。

【所見】
本事業は、平成24年４月より運営して

いたが、原料回収及び燃料製造ともに
目標は達成されていない。しかし、以下
の改善を行うことで、今後の事業継続の
可能性があると考える。
【改善の方向】

本施設は、平成25年度から県の事業
によりＢＤＦ製造プロセスの改修及び適
正化を趣旨とする「ＢＤＦ連絡協議会」に
参加し、今後安定した製造技術を確立
するよう取り組むことで、燃料製造の目
標の達成に努めた運営が期待される。

販売量の停滞については、県の支援
を受けながら県内の企業でＢＤＦ燃料を
利用可能な企業を模索し、ＢＤＦ燃料の
利用拡大を図っていくことで、目標の達
成に努めた運営が期待される。

ただし、これら補助事業の目的を達成
するためには、製造したＢＤＦ燃料が適
切に利用されることが必要であり、本施
設から製造されたＢＤＦ燃料のさらなる
品質の向上に努め、安全性について利
用者の信頼を得えていくことが必要と考
える。

なお、事業者は早急に改善計画を策
定し、目標の達成に努めていくこととして
いる。


